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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　分散データベース・システム内の事前計算データベース・クエリ結果を更新する方法で
あって、前記分散データベース・システムは、前記事前計算データベース・クエリ結果を
維持するデータ・キャッシュ・プラットフォーム、及び計算プラットフォーム内に維持さ
れたデータに基づき前記事前計算データベース・クエリ結果を計算する前記計算プラット
フォームを備える、方法であり：
　－前記データ・キャッシュ・プラットフォームによって、古くなった前記事前計算デー
タベース・クエリ結果の確率を決定することであって、
　　－前記決定は、確率モデル及び非同期リアルタイム・イベント発生に依存し、
　　－前記確率モデルは、前記データ・キャッシュ・プラットフォーム内に維持する前記
事前計算データベース・クエリ結果と仮定した実際のデータベース・クエリ結果との間の
不一致をモデル化し、
　　－前記リアルタイム・イベントは、前記事前計算データベース・クエリ結果の有効期
限に関して非確定的であり、前記データ・キャッシュ・プラットフォーム内に維持する前
記事前計算データベース・クエリ結果と仮定した実際の前記データベース・クエリ結果と
の間の前記不一致に確率的な影響のみを及ぼし、
　　－前記確率は、一般に、前記確率モデルに基づき決定され、可能性としては前記非同
期リアルタイム・イベント発生時に修正される、決定すること；
　－古くなった前記事前計算データベース・クエリ結果の前記決定した確率に基づき前記
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事前計算データベース・クエリ結果を更新するために、前記データ・キャッシュ・プラッ
トフォームによって再計算指令を前記計算プラットフォームに自動的に発行することであ
って、古くなった確率が所与の閾値を超える前記事前計算データベース・クエリ結果を再
計算するように指令する、発行すること；並びに
　－前記データ・キャッシュ・プラットフォームにおいて、前記再計算指令の結果として
更新した前記事前計算データベース・クエリ結果を受信すること
を含む方法。
【請求項２】
　前記確率モデルは、統計履歴データに基づき前記計算プラットフォーム内に維持される
前記データの揮発性をモデル化する、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　－前記データ・キャッシュ・プラットフォームにおいて、到来する前記非同期リアルタ
イム・イベントが前記確率モデル内の見本となるかどうかを分析すること
を更に含む、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　到来する前記非同期リアルタイム・イベントが前記確率モデル内の見本となるかどうか
を分析することは、
　－前記データ・キャッシュ・プラットフォーム内に維持される前記事前計算データベー
ス・クエリ結果の持ち分の正確さを決定することであって、前記事前計算データベース・
クエリ結果の前記持ち分は、到来する前記非同期リアルタイム・イベントによって影響を
受ける可能性がある、決定すること；
　－前記確率モデルによって、前記決定した正確さを前記事前計算データベース・クエリ
結果の前記持ち分の正確さの予測と比較すること；及び
　－前記決定した正確さが前記予測した正確さを所与の程度に下回る場合に、到来する前
記非同期リアルタイム・イベントが前記確率モデル内の見本とならないことを決定するこ
と
を含む請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記事前計算データベース・クエリ結果の前記持ち分の前記正確さを決定することは、
サンプル再計算指令を前記計算プラットフォームに発行し、前記サンプル再計算指令の結
果を前記データ・キャッシュ・プラットフォーム内に以前に維持されたそれぞれの前記事
前計算データベース・クエリ結果と比較することを含む、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　－前記確率モデル内の見本とならないと決定される前記リアルタイム・イベントに関し
て、影響を受ける可能性がある前記事前計算データベース・クエリ結果に関する再計算指
令をできるだけ早く発行すること
を更に含む請求項３から５のうちいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　－前記確率モデル内の見本となると決定される前記リアルタイム・イベントに関して、
前記リアルタイム・イベントを特定の時間期間にわたって蓄積し、実際に発生、蓄積した
前記リアルタイム・イベントを前記確率モデル内の見本と比較し、実際に発生、蓄積した
前記リアルタイム・イベントが前記確率モデル内の前記リアルタイム・イベント見本から
所定の程度に外れる場合、影響を受ける可能性がある前記事前計算データベース・クエリ
結果に対して再計算指令をできるだけ早く発行すること
を更に含む請求項４から６のうちいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　古くなった前記事前計算データベース・クエリ結果の前記確率を決定し、前記再計算を
発行するときの前記データ・キャッシュ・プラットフォームは、前記計算プラットフォー
ム内に維持される隣接データ・セットの群に対応する事前計算データベース・クエリ結果
の格子を考慮する、請求項１から７のうちいずれか一項に記載の方法。
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【請求項９】
　前記データ・キャッシュ・プラットフォームは、前記計算プラットフォームでの利用可
能計算リソースの量に基づき前記再計算指令を発行する、請求項１から８のうちいずれか
一項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記分散データベース・システムは、旅行予約システムであり、前記計算プラットフォ
ームは、旅行利用可能性及び運賃に関する情報を維持し、前記データ・キャッシュ・プラ
ットフォームは、前記旅行利用可能性情報及び前記運賃から計算された、価格付き旅行推
奨を維持する、請求項１から９のうちいずれか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記リアルタイム・イベントは、フライト運賃の変更、飛行機座席利用可能性の変更、
顧客の航空券要求及び／又は欠航を含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記分散データベース・システムは、前記計算プラットフォームに接続された少なくと
も１つのアプリケーション・プラットフォームを含み、前記少なくとも１つのアプリケー
ション・プラットフォームは、前記事前計算データベース・クエリ結果を維持、構成し、
前記少なくとも１つのアプリケーション・プラットフォーム内に記憶した前記データベー
ス・クエリ結果は、前記データ・キャッシュ・プラットフォームが発行した前記再計算指
令の結果、前記計算プラットフォームによってポピュレート及び／又は更新される、請求
項１から１１のうちいずれか一項に記載の方法。
【請求項１３】
　計算プラットフォーム内に維持されるデータに基づき前記計算プラットフォームが計算
した事前計算データベース・クエリ結果を維持するデータ・キャッシュ・プラットフォー
ムであって、
　－古くなった前記事前計算データベース・クエリ結果の確率を決定し、
　　（－前記決定は、確率モデル及び非同期リアルタイム・イベント発生に依存し、
　　－前記確率モデルは、前記データ・キャッシュ・プラットフォーム内に維持する前記
事前計算データベース・クエリ結果と仮定した実際のデータベース・クエリ結果との間の
不一致をモデル化し、
　　－前記リアルタイム・イベントは、前記事前計算データベース・クエリ結果の有効期
限に関して非確定的であり、前記データ・キャッシュ・プラットフォーム内に維持する前
記事前計算データベース・クエリ結果と仮定した実際の前記データベース・クエリ結果と
の間の前記不一致に対し確率的な影響のみを及ぼし、
　　－前記確率は、一般に、前記確率モデルに基づき決定され、可能性としては前記非同
期リアルタイム・イベント発生時に修正される）；
　－古くなった前記事前計算データベース・クエリ結果の前記決定した確率に基づき前記
事前計算データベース・クエリ結果を更新するために、再計算指令を前記計算プラットフ
ォームに自動的に発行し（古くなった確率が所与の閾値を超える前記事前計算データベー
ス・クエリ結果を再計算するように命令する）；及び
　－前記再計算指令の結果として更新した前記事前計算データベース・クエリ結果を受信
する
ように構成したデータ・キャッシュ・プラットフォーム。
【請求項１４】
　－到来する非同期リアルタイム・イベントが前記確率モデル内の見本となるかどうかを
分析し；
　－前記確率モデル内の見本とならない前記リアルタイム・イベントに関して、それぞれ
の特定の前記事前計算データベース・クエリ結果に関する再計算指令をできるだけ早く発
行し；
　－前記確率モデル内の見本となる前記リアルタイム・イベントに関して、前記リアルタ
イム・イベントを特定の時間期間にわたって蓄積し、実際に発生、蓄積した前記リアルタ
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イム・イベントを前記確率モデル内の前記リアルタイム・イベント見本と比較し、実際に
発生、蓄積した前記リアルタイム・イベントが前記確率モデル内の前記リアルタイム・イ
ベント見本から所定の程度に外れる場合、影響を受ける可能性がある前記事前計算データ
ベース・クエリ結果に関する再計算指令をできるだけ早く発行する
ように更に構成した請求項１３に記載のデータ・キャッシュ・プラットフォーム。
【請求項１５】
　コンピュータ・プログラム命令を中に記憶させた非一時的コンピュータ可読記憶媒体で
あって、前記コンピュータプログラム命令がコンピュータ・システム上で実行されると、
前記コンピュータ・システムは：
　－古くなった事前計算データベース・クエリ結果の確率を決定し、
　　（－前記決定は、確率モデル及び非同期リアルタイム・イベント発生に依存し、
　　－前記確率モデルは、前記コンピュータ・システム内に維持する前記事前計算データ
ベース・クエリ結果と仮定した実際のデータベース・クエリ結果との間の不一致をモデル
化し、
　　－前記リアルタイム・イベントは、前記事前計算データベース・クエリ結果の有効期
限に関して非確定的であり、前記コンピュータ・システム内に維持する前記事前計算デー
タベース・クエリ結果と仮定した実際の前記データベース・クエリ結果との間の前記不一
致に対し確率的な影響のみを及ぼし、
　　－前記確率は、一般に、前記確率モデルに基づき決定され、可能性としては前記非同
期リアルタイム・イベント発生時に修正される）；
　－古くなった前記事前計算データベース・クエリ結果の前記決定した確率に基づき前記
事前計算データベース・クエリ結果を更新するために、再計算指令を自動的に発行し（古
くなった確率が所与の閾値を超える前記事前計算データベース・クエリ結果を再計算する
ように指令する）；及び
　－前記再計算指令の結果として、更新した前記事前計算データベース・クエリ結果を受
信する、非一時的コンピュータ可読記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、データベース技術の分野を対象とする。より詳細には、本発明は、データベ
ース・クエリ結果を事前計算し、キャッシュ化すること、及びこうした結果を最新に保持
する方策に関する。
【背景技術】
【０００２】
　データベース技術における一般的な問題は、データベース・クエリに対する短い応答時
間を確実にすることであり、このことは大量のデータ処理を要する。例えば、電力を消費
するそのような計算処理は、いわゆる「オープン・クエリ」に応答して実施する必要があ
り、この「オープン・クエリ」には、ほんのわずかな入力情報しか含まず（例えば１ダー
スの可能なパラメータのうち１つ又は２つのパラメータが特定される、及び／又は特定さ
れたパラメータの値域が広い）、したがって、概して多数の結果をもたらす。ハードウェ
アの性能を増大させることによってデータ処理を高速化する可能性には、限度がある。し
たがって、大量データ処理の基礎をなす機構を改善することが注目を引き付けている。
【０００３】
　クエリ時間を短縮させる１つの一般的なアプローチは、予期されるクエリを事前計算し
、対応するクエリ結果をキャッシュ・システム内に維持することである。すると、クエリ
は、実際は大規模データに基づいて処理されず、キャッシュ・システムに誘導される。
【０００４】
　しかし、そのようなキャッシュ化アプローチに伴う別の問題は、キャッシュ化結果によ
って応答されるクエリが、対応する大規模データに基づく状態を正確に反映することを確
実にするために、事前計算クエリ結果を最新に保持することである。基礎をなすデータを
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変更した場合、キャッシュ化クエリ結果は、古くなり、キャッシュ・システムは不正確な
結果を返信する。したがって、キャッシュ・システムをいかに最新に保持できるかという
方策が必要とされる。
【０００５】
　例えば全データ・ドメインを頻繁に再計算すること、再計算スケジュールを手動で確率
、維持すること、及びデータが古くなりすぎたときにデータを再計算すること等、様々な
比較的単純な更新方策が従来技術において公知である。
【０００６】
　例えばＷＯ０１／３３４７２及びＷＯ０２／２５５５７に記載されるように、いくぶん
より高度な更新方策が開発されている。
【０００７】
　ＷＯ０１／３３４７２は、旅行計画システム内で使用される利用可能性システムに関す
る。システムは、航空会社の座席に関する利用可能性情報の入力を有するキャッシュを含
む。キャッシュ・マネージャは、キャッシュ内の情報を正確、最新、完全に保持する、或
いはできるだけ有用に保持するためにキャッシュ内の入力情報を管理する。キャッシュに
誘導されたクエリに応答して、キャッシュ・マネージャは、記憶した回答が古くなったか
どうかを決定し、このケースであった場合、利用可能性クエリを利用可能性情報元に送信
する。修正すべきキャッシュの入力は、外部システムからの非同期通知によって得られ、
確定モデル、予測モデル又は統計モデルによって決定される。
【０００８】
　同様に、ＷＯ０２／２５５５７は、情報元から受信した情報を、将来の顧客の要求等将
来の使用のためにキャッシュ化する情報抽出システムに関する。キャッシュをポピュレー
トする及び／又は現在キャッシュ化されている情報を更新するために、能動的クエリを生
成できる。航空会社の情報システムでは、能動的クエリは、出発時間の近さ、キャッシュ
化データの寿命、航空機の残席、休日若しくは特別なイベント、又は装備の種類等の統計
値又は予測表示に基づいて指令される。更に、更新は、ＡＶＳメッセージ等の航空会社か
らの外部通知によって受信される。
【０００９】
　更に、ＷＯ９９／２２３１５は、統計に基づく確率モデルの使用によりキャッシュ内の
ドキュメントを自動的にリフレッシュする機構を記載している。各ドキュメントに対して
、キャッシュは、キャッシュ化オブジェクトｉが特定の時間ｔで古くなる（即ちサーバが
そのオブジェクトを変更している）確率Ｐｓｉ（ｔ）、及び要求時間ｈによってユーザが
オブジェクトｉを要求する確率Ｐｒｉ（ｈ）を決定する。キャッシュは、最も高い積Ｐｉ
＝Ｐｓｉ（ｔ）×Ｐｒｉ（ｈ）、即ち古くなったオブジェクトを次の要求を有するユーザ
に返信する確率、を有するこうしたオブジェクトをリフレッシュする。こうした確率値を
維持するために、キャッシュは、サーバ更新ＥＵＩ間の推定平均区間等のキャッシュ化オ
ブジェクトのための履歴統計値を維持、追跡する。オブジェクトのＥＵＩは、例えばサー
バがオブジェクト自体を更新する場合に更新される、又はオブジェクトは、オブジェクト
の推定平均リフレッシュ時間が経過した後は更新されない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】ＷＯ０１／３３４７２
【特許文献２】ＷＯ０２／２５５５７
【特許文献３】ＷＯ９９／２２３１５
【発明の概要】
【００１１】
　本発明によれば、分散データベース・システム内で事前計算データベース・クエリ結果
を更新する方法が提供される。分散データベース・システムは、事前計算データベース・
クエリ結果を維持するデータ・キャッシュ・プラットフォーム、及び計算プラットフォー
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ムであって、計算プラットフォーム内に維持されるデータに基づき事前計算データベース
・クエリ結果を計算する計算プラットフォームを備える。データ・キャッシュ・プラット
フォームは、古くなった事前計算データベース・クエリ結果の確率を決定する。この決定
は、確率モデル及び非同期リアルタイム・イベント発生に依存する。確率モデルは、デー
タ・キャッシュ・プラットフォーム内に維持される事前計算データベース・クエリ結果と
仮定した実際のデータベース・クエリ結果との間の不一致をモデル化する。リアルタイム
・イベントは、事前計算データベース・クエリ結果の有効期限に関して非確定的であり、
データ・キャッシュ・プラットフォーム内に維持される事前計算データベース・クエリ結
果と仮定した実際のデータベース・クエリ結果との間の不一致に対し確率的な影響のみを
及ぼす。確率は、一般に、確率モデルに基づき決定され、可能性としては、非同期リアル
タイム・イベント発生時に修正される。データ・キャッシュ・プラットフォームは、再計
算指令を計算プラットフォームに自動的に発行し、古くなった事前計算データベース・ク
エリ結果の決定された確率に基づき事前計算データベース・クエリ結果を更新する。他の
ものよりも古くなった高い確率を有する事前計算データベース・クエリ結果は、再計算す
るように指令される。再計算指令の結果、データ・キャッシュ・プラットフォームは、更
新された事前計算データベース・クエリ結果を受信する。
【００１２】
　別の態様によれば、データベース・キャッシュ・プラットフォームは、上記の方法を実
行するように構成される。
【００１３】
　別の態様によれば、コンピュータ・システム上で実行されると上記した方法を実施する
ように構成した非一時的コンピュータ可読記憶媒体を提供する。
【００１４】
　更なる態様は、従属請求項に示される。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
　本発明を添付の図面を参照しながら説明する。同様の参照番号は、一般に同一又は機能
的に同様の要素を示す。
【００１６】
【図１】分散データベース・システムの全体概要図である。
【図２】一実施形態に従った分散データベース・システムのより詳細な図である。
【図３】一実施形態に従ったキャッシュ・プラットフォームの構成要素の図である。
【図４ａ】確率モデルによる経時的な揮発性効果を可視化した図である。
【図４ｂ】リアルタイム・イベントに応答した確率モデルの修正を可視化した図である。
【図５】本方法の一実施形態に従った流れ図である。
【図６】一実施形態に従った再計算のための例示的リソース利用可能性の概略図である。
【図７】一実施形態に従ったキャッシュ・プラットフォーム・コンピュータの概略図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　図面に基づく詳細な説明を参照する前に、図１に関するいくつかのより一般的な態様を
最初に示す。
【００１８】
　基礎をなす大量のデータに基づいた計算を必要とするデータベース・クエリ又はバッチ
計算要求を扱い可能にするために、予期されるクエリに対応するデータベース・クエリ結
果は、一般に事前計算され、キャッシュ化される（後に、用語「クエリ」は、トランザク
ション・クエリ等のあらゆる種類の情報抽出要求、バッチ計算及び他の形態のための要求
を含む一般用語として使用される）。キャッシュ化結果は、記憶され、実際に発生したク
エリに応答して問合せ中の実体に返信される。図１は、抽象的レベルでのそのようなデー
タベース・システム１を示す。基本データは、キャッシュ・プラットフォーム２に接続し
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た計算プラットフォーム３内に保持される。キャッシュ・プラットフォーム２は、再計算
指令を計算プラットフォーム３に発行し、この計算プラットフォーム３は、事前計算デー
タベース・クエリ結果を記憶させたキャッシュ・プラットフォーム２に対応する結果を返
信する。
【００１９】
　事前計算データベース・クエリ結果をキャッシュ化するこのアプローチは、基礎をなす
データ・ドメインのデータが経時的に変化し得るという一般的な問題をもたらし、したが
って、キャッシュ化事前計算データベース・クエリ結果を古くする。以下、依然として最
新である、即ち対応するリアルタイム計算同等物（利用可能なキャッシュ化事前計算結果
を有さず、要求に応じて実際に計算されることになる結果）と一致するキャッシュ化クエ
リ結果を「正確な」キャッシュ化結果と呼ぶ。したがって、キャッシュがキャッシュ化ク
エリ結果の基礎をなすデータ・ドメインの現在の状況を正確に表す場合、キャッシュは、
「一般に」正確である。
【００２０】
　概して、キャッシュに基づく正確な結果を返信するために、データベース・クエリに応
答して問合せ中の実体に提供されるキャッシュ化データベース・クエリ結果とそれらのリ
アルタイム計算同等物の間に高度の相関関係を維持することが望まれる。しかし、同時に
、再計算によって生じる計算リソースの消費を最小化する、即ち、依然として正確なキャ
ッシュ化クエリ結果の再計算等、あらゆる不必要な再計算を回避することが望ましい。計
算リソースには限度があり、一般に、全キャッシュ化クエリ結果を常に再計算するには十
分な計算リソースではない。したがって、キャッシュの正確さと利用可能な計算能力の利
用との間に兼ね合いを見出す必要がある。
【００２１】
　事前計算データベース・クエリ結果のキャッシュを最新に保持する単純なアプローチに
はいくつかの欠点がある。
【００２２】
　データ及び利用可能な計算リソースの量に応じて全データ・ドメインを頻繁に、例えば
１日に１回再計算すれば、キャッシュの正確さとリアルタイム応答との間に妥当なバラン
スを保証する可能性がある。しかし、このアプローチは、ほとんど拡張可能でなく、ハー
ドウェアのリソース消費の点で非効率的である。具体的には、基礎をなす対応データが変
更されていないので、依然として有効であるこれらのクエリ結果も再計算される。
【００２３】
　人間の管理者が手作業でどのクエリ結果をどの時間で再計算すべきかを決定する再計算
スケジュールを作れば、特定の目的に対して効率的であることを証明できるが、このこと
は厳密であり、柔軟性がない。スケジュールの基礎をなす仮定及び条件が変更された場合
、スケジュールを再度作る必要がある。スケジュールは、基礎をなすデータ・ドメイン内
に大きな変化がある場合に起こり得るキャッシュの質の急激な低下を動的に追跡すること
もできない。更に、スケジュールは、例えば客観的な品質基準が失われるためにそのよう
なスケジュールを手作業で設計するのが困難であり、人件費の点で維持が困難である。
【００２４】
　また別のアプローチは、データが古くなりすぎたときにデータを再計算することである
。しかし、基礎をなすデータ及び事前計算すべきクエリ結果の性質によっては、「古さ」
の良好な閾値を評価することが困難である場合がある。
【００２５】
　再計算をより効率的にするために、メトリクスは、再計算がどのくらい「不必要」であ
るかを評価するように定義されるべきである。例えば、計算クエリ結果の半分未満が古く
なっていることが判明した場合、大量の事前計算全体を毎日繰り返し行う価値はない。一
方、特定のクラスのクエリ結果が頻繁に変化することがわかっている場合、この特定のク
ラスのクエリ結果を１日に数回再計算すれば、正確さに関して有益であることがある。し
たがって、正確さに関連する利益及び再計算の費用の両方を考慮して、クエリ結果の正し
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さを判断又は推定する有効な方法が必要である。
【００２６】
　本明細書で提示するキャッシュ更新方策によれば、データベース・クエリ結果の再計算
は、キャッシュ化データベース・クエリが古くなる確率に基づき判定され、即ち別の再計
算によって得られる結果とは異なる可能性がある。不正確さに対し少なくとも一定の、予
め決定された確率を有するキャッシュ化クエリ結果のみが再計算される一方で、おそらく
は依然として基礎をなすデータを正確に反映する他のキャッシュ化クエリ結果（即ちこれ
らは古くなる確率がより低い）は、再計算されない。
【００２７】
　本明細書で提示するキャッシュ更新の方策は、第１の態様として、予測モデルに基づき
事前計算データベース・クエリ結果のキャッシュ全体の正確さを推定する手段に依拠する
。第２の態様として、事前計算データベース・クエリ結果は、モデルに基づく再計算方策
が実際のリアルタイム（及びリアルライフ）イベント発生時に依然として有効であること
を検証することにより、これらの推定が一般に現実のものと一致するかどうか確認もされ
、このリアルタイム（及びリアルライフ）イベントは、例えばキャッシュ化クエリの基礎
をなすデータのかなりの部分が変化している、及び－こうした変化のために－対応するキ
ャッシュ化クエリも古くなっていることの指摘として働くことができる。
【００２８】
　キャッシュの正確さの推定が一般に依拠する予測モデルは、キャッシュ化クエリ結果と
仮定した実際のデータベース・クエリ結果との間の不一致をモデル化し、即ち、予測モデ
ルは、あらゆるキャッシュ化クエリ結果の正確さ又は不正確さを概算する。モデルは、例
えばキャッシュ化結果の経時的に起こりそうな揮発性をモデル化する。キャッシュ化結果
の揮発性に対する仮定は、それぞれのデータ・ドメインの主題に対する（過去の）現実世
界の経験から結論を下し、推断する。したがって、予測モデルは、一般に、事前計算デー
タベース・クエリ結果の揮発性及び／又は正確さの点で現実のものの見本である。
【００２９】
　様々な種類のモデルを採用できる。例えば、予測モデルは、科学モデリングとして公知
の構造化モデル化方法によって生成してある概念モデルであってもよい。モデル化には、
現実世界環境の態様及びイベント（ここでは、例えば：事前計算キャッシュ化クエリ結果
の揮発性、及び経時的に低下する正確さに影響を及ぼす態様及びイベント）の特定、選択
を必要とし、モデルの目的に特に関連がないことがある他の態様は除いたままにする。更
に、特定、選択された態様は、抽象化され、コンピュータ・プログラム及び／又は数式等
の処理可能な形態で定式化／構築できる。そのような概念モデルは、事前計算データベー
ス・クエリ結果の経時的な挙動（即ち揮発性／正確さ）をシミュレートするシミュレーシ
ョンの手段として働くこともできる。代替的に、採用する予測モデルは、例えば過去の所
与の時間期間（例えば３ヶ月）における事前計算クエリ結果の揮発性／正確さの監視及び
評価に基づく履歴統計モデルであってもよく、決定した傾向を推断して将来にあてはめる
。そのような履歴統計モデルの特定の例を、以下で更に示す。
【００３０】
　例えば、基礎をなすデータは、飛行機旅行ドメインに位置し、出発及び目的地空港、航
空会社、出発日及び帰還日、運賃、予約クラス等、フライトに関する情報を含むことがで
きる。この飛行機旅行に関連するデータは、計算プラットフォームに保持され、飛行機の
フライトの利用可能性及び価格に対する知識を得るために顧客が問い合わせる。基本フラ
イト・データに基づく価格の計算は、リソース及び時間を消費するものである。したがっ
て、実際の価格は、事前計算され、本発明のキャッシュ・プラットフォーム内でキャッシ
ュ化される。この例では、確率モデルは、フライト価格の経時的な揮発性をモデル化する
。
【００３１】
　そのようなモデルを構築するのに必要な知識は、出発日前のフライト価格の挙動及び展
開に関する現実世界の経験から入手できる。例えば、フライト価格は、それぞれの出発日
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前の１ヶ月前の期間にわたって比較的安定したままであるが、出発日前のその月の間はよ
り揮発性になることを知ることがある。したがって、確率モデルは、来月に到来するフラ
イトに属する事前計算キャッシュ化価格が、更に遠い将来のフライトに関連する事前計算
価格よりも頻繁に再計算すべきであることを示す。
【００３２】
　確率モデルを使用してキャッシュの正確さをモデル化することに加えて、リアルタイム
・イベントに反応性であることによりキャッシュの正確さの急激な降下を防止する。再計
算判定は、キャッシュ化クエリ結果の正確さに影響を与え得る事前計算リアルタイム・イ
ベントの受信時に改良される。リアルタイム・イベントは、非同期式である、即ちリアル
タイム・イベント発生時点が予め決定されない－リアルタイム・イベントは、常に発生で
きる。到来するリアルタイム・イベントを受信、処理可能にするために、キャッシュ・デ
ータ・プラットフォーム２は、通信ソースへの外部インターフェースを備え、この外部イ
ンターフェースは、それに応じてキャッシュ・データ・プラットフォームに関連情報を通
知する。
【００３３】
　そのようなリアルタイム・イベントは、予測モデル内で考慮されない特定の状況に関連
できる。例えば、キャッシュ化価格の一部分は、販売促進によって影響を受ける場合があ
る一方で、他の価格は、１年のうちの特定時間（ホリデー・シーズン、クリスマス等）で
より揮発性になることがある。展示会、スポーツ・イベント等のような「例外的」状況、
ストライキ又は自然災害等の無作為なイベントも、「通常の」モデル因果律の基礎をなす
仮定を変更し得る。これらの特定の影響は、そのような例外的状況の見本となるそれぞれ
のリアルタイム・イベントに応答してキャッシュ化クエリ結果が古くなる確率を決定する
際に考慮できる。代替的に、展示会、ホリデー・シーズン、スポーツ・イベント等の予定
されたイベントの影響をそのイベント日の前の程よい時に確率モデルに導入できる。
【００３４】
　本明細書で提示する更新方策は、「不確かな」イベントを考慮できることに留意するの
が重要であり、即ち、そのようなイベントとは、確実さを有する１つ又は複数の事前計算
キャッシュ化クエリ結果を無効にしないが、キャッシュ化データベース・クエリ結果が古
くなる確率が増大する可能性があることのみを示すイベントである。言い換えれば、これ
らのイベントは、キャッシュ化クエリ結果の正確さに関して非確定的であり、キャッシュ
・プラットフォーム２内に維持されるキャッシュ化クエリ結果と、仮説的再計算から得ら
れる仮定の実際のデータベース・クエリ結果との間の不一致に対し確率的な影響のみを及
ぼす。このことは、ＡＶＳメッセージが例えば特定のフライトが欠航になっていることを
示すＷＯ０１／３３４７２及びＷＯ０２／２５５５７に記載の提案とは異なる。したがっ
て、そのようなＡＶＳメッセージの受信時に、それぞれの飛行機の座席がもはや利用不可
能であることが確実にわかる。
【００３５】
　例えば、上述の旅行関連データ・ストレージのシナリオを参照すると、キャッシュ化ク
エリ結果の正確さに影響を与える可能性のあるリアルタイム・イベントは、運賃更新とす
ることができる。運賃は、出発及び目的地都市、予約クラス、フライトの種類（片道又は
往復）、金額、及び実際に適用される運賃に対して満たさなければならない制約を定義す
る規則等のパラメータを含むデータ・セットである。したがって、運賃は、特定フライト
に対する価格計算のための基本データの見本となる。特定の起点－目的地－都市ペアの運
賃が航空会社によって更新された場合、この都市ペアに関する事前計算キャッシュ化フラ
イト価格はもはや正しくない可能性が増大する場合がある。しかし、データ・キャッシュ
・プラットフォーム２の観点からは、このことは確実ではない。というのは、事前計算時
に事前計算プラットフォーム３が実際に適用した運賃は、データ・キャッシュ・プラット
フォーム２には未知であるためである。例えば、以前の事前計算に適用した運賃は、実際
には変更されていない場合があり、運賃変更イベントによって示される運賃変更は、以前
関係した運賃が依然として適用されるという事実を変更せず、したがって、前に計算した
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価格は、依然として有効である。又は、以前適用した運賃は実際に変更されるが、－変更
により－今度は別の運賃が問題のフライト価格の計算に適用され、このフライト価格は、
結局、キャッシュ化価格が実際には依然として有効であるという効果を有する。
【００３６】
　したがって、そのようなリアルタイム・イベントの観察時に、データ・キャッシュ・プ
ラットフォーム２は、特定のキャッシュ化クエリ結果が現在古くなっているという非確定
的な可能性を用いて推測できるだけであり、キャッシュ化クエリ結果を再計算してキャッ
シュを正確に保持するようにすることが有利と思われる。しかし、このことは確実な事実
ではなく、それぞれのキャッシュ化クエリ結果は、－古くなったそれらの確率は増大して
いるにもかかわらず－実際には依然として正しいということは十分にあり得る。
【００３７】
　キャッシュ化データベース・クエリ結果が古くなる確率の決定は、２つの論理ステップ
で実施される：一般に、第１の論理レベルでは、確率は確率予測モデルの使用により特定
される。その後、第２の論理レベルでは、こうして決定された確率は到来するリアルタイ
ム・イベントに応答して修正できる。
【００３８】
　このように決定された確率に基づき、データ・キャッシュ・プラットフォーム２は、２
つの実体間の適切なネットワーク・インターフェースを介して再計算プラットフォーム３
に再計算指令を自動的に生成、発行する（図１を参照）。一般に、再計算指令は、こうし
たキャッシュ化クエリ結果に関して生成され、このキャッシュ化クエリ結果は、古くなる
確率がより低い他のキャッシュ化クエリ結果よりも、古くなる確率が高い。この一般的な
経験則は、確率の閾値の使用により実施できる：古くなる確率がそのような閾値を超えた
と決定されるキャッシュ化クエリ結果は、再計算する必要がある。したがって、それぞれ
の再計算指令を送信する。古くなる確率がそのような閾値にある又はそのような閾値を下
回ると決定されたキャッシュ化クエリ結果は、依然として正確である可能性があると考慮
され、したがって再計算する必要がない。したがって、これらのキャッシュ化クエリ結果
に対して再計算指令は発行されない。
【００３９】
　特定時間における利用可能な計算能力は、再計算指令を送信する前にデータ・キャッシ
ュ・プラットフォーム２によって考慮に入れられる。利用可能リソースを考慮可能にする
ために、データ・キャッシュ・プラットフォーム２は、計算プラットフォーム３の能力利
用率の度合い及び／又はスケジュール、並びに自由計算リソースの度合い及び／又はスケ
ジュールについての知識を有する必要がある。関連情報は、２つのプラットフォーム間の
通信リンクを介してポピュレートされる。
【００４０】
　再計算指令の受信に応答して、再計算プラットフォーム３は、それぞれのクエリ結果を
再計算し、このクエリ結果をデータ・キャッシュ・プラットフォーム２に返信し、このデ
ータ・キャッシュ・プラットフォーム２では、クエリ結果は記憶され、確率の監視及び決
定が繰り返される。
【００４１】
　特定のリアルタイム・イベントに応答して再計算判定を修正すべきか又は無効にするか
否かを判定する前に、確率モデルと発生するリアルタイム・イベントとの間の関係を考慮
することが好ましい。基本的に、リアルタイム・イベントは、リアルタイム・イベントが
すでに確率モデル内に存在するかどうか、及びリアルタイム・イベントがすでに確率モデ
ル内にどの程度存在するかを分析すべきである。
【００４２】
　イベントが確率モデル内に存在するか否か、及びイベントが確率モデル内にどの程度存
在するかというこの決定は、一般に、使用するモデルの種類に依存する。例えば、モデル
が科学モデルの生成過程の結果である概念モデル（上記で簡単に概説した）である場合、
このモデルを生成した当業者は、どの態様、イベント及び仮定がモデルに関連があると考
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慮されてそのモデルに導入され、他のどの態様、イベント及び仮定がそれほど関連がない
とみなされ、したがって、モデル内に含まれないかを認識している。この場合、したがっ
て、どの非同期リアルタイム・イベントがモデル内の見本となり、どの非同期リアルタイ
ム・イベントがモデル内の見本とならないかが一般にわかる。
【００４３】
　一方、モデルが、事前計算データベース・クエリ結果の揮発性、正確さ及び／又は人気
度の過去の展開及び傾向に主に基づく履歴統計モデルの場合、どのイベントが過去の事前
計算データベース・クエリ結果の揮発性／正確さ／人気度に対する特定の挙動をもたらし
たかが最初にわからない場合がある。しかし、この場合も同様に、特定の非同期リアルタ
イム・イベントが確率モデル内に含まれるか否かを概算することが可能である。１つのア
プローチは、例えば、（例えばこれらの見本となるサンプルを再計算し、再計算結果をキ
ャッシュ化クエリ結果と比較することによって）事前計算データベース・クエリ結果の実
際の正確さを決定し、この実際の正確さを確率モデルが予測する正確さと比較することで
ある。実際の（サンプル）正確さが予測した正確さよりも実質的に低い、例えば所与の閾
値を下回る場合、確率モデルが特定の非同期リアルタイム・イベントを認識していない、
即ち、イベントはモデル内の見本とならないことが仮定できる（或いは、モデルはより低
い正確さを示したことにもなる）。他方では、実際の（サンプル）正確さが、確率モデル
が予測する正確さの領域にある（即ち、正確さをわずかに下回る、正確さにある又は更に
は正確さよりも高い）場合、非同期リアルタイム・イベントが確率モデル内に含められて
いることが仮定できる（又は、イベントは、事前計算データベース・クエリ結果の揮発性
又は正確さに限定的な影響しか及ぼさないという、無視できるイベントにすぎない）。こ
のアプローチのより詳細な例を以下で更に示す。
【００４４】
　モデル内の十分な見本となるそのようなイベントに関して、確率の修正は必要ではない
。というのは、イベント発生は、確率モデルに基づきそれぞれのキャッシュ化データベー
ス・クエリ結果の確率を決定する際にすでに考慮に入れられているからである。一方、あ
るリアルタイム・イベントが確率モデル内の見本とならないことがわかった場合、そのリ
アルタイム・イベントは、直ちに考慮され、確率が修正され（即ち増大され）、可能性と
しては、それぞれのキャッシュ化データベース・クエリ結果に関する再計算指令が、修正
された確率のために発行される。
【００４５】
　任意選択で、確率モデル内に存在するリアルタイム・イベントがある程度で発生したこ
とは、傾向を査定するために蓄積される。実際に出現し、確率モデルが一般にモデル化し
たリアルタイム・イベントの蓄積が突発的な逸脱（ｂｕｒｓｔ）を示す場合、モデル確率
によって考慮されるものを超えた程度が修正され、適用可能な場合、再計算指令がそれに
応じて無効になる。
【００４６】
　任意選択で、ごく少数のキャッシュ化クエリ結果を古くする可能性がある及び／又は無
関係と考慮される可能性があるイベントを除外するために、イベントは、群に蓄積、分析
もされる。同じくこの理由で、イベントは記録され、経時的に収集され、集合的に扱われ
る。このようにして、低影響のイベントに応答して多すぎる再計算指令が発生することが
防止され、したがって、計算リソース費用の不均等な増加が回避される。
【００４７】
　要約すれば、キャッシュ化データベース・クエリ結果の正確さに少なくとも予め決定し
た程度を上回って影響を与える可能性のあるリアルタイム・イベントを考慮すると、キャ
ッシュ劣化に対する高い反応性を実現する。
【００４８】
　本発明のキャッシュ更新方策は、例えばＥＰ２５２１０７４Ａ１の主題であるＡｍａｄ
ｅｕｓのマッシブ・コンピュテーション・プラットフォーム（ＭＣＰ）と共に使用できる
。ＭＣＰと共存する本発明のデータ・キャッシュ・プラットフォームを採用することによ
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り、強化されたサブシステムがＭＣＰ再計算のトリガに利用可能である。ＭＣＰが生成し
た旅行推奨等のデータベース・クエリ結果は、更なる分析用にデータ・キャッシュ・プラ
ットフォームに複製、記憶される。再計算判定は、確率モデルに基づき行われ、確率モデ
ル自体は、他のＡｍａｄｅｕｓサービスから入手した統計データに基づき構成できる。更
に、フライト運賃変更、飛行機座席の利用可能性の変更、予約クラスの無効化、顧客の航
空券要求、ユーザの品質フィードバック・イベント、欠航及び／又は同様のもの等のリア
ルタイム・イベントが考慮される。
【００４９】
　本発明のキャッシュ更新アプローチのための１つの例示的適用例は、仮ショッピング（
ｐｒｅ－ｓｈｏｐｐｉｎｇ）である。旅行を実際に予約する前に、旅行業界のエンド・ユ
ーザは、通常、現在のフライト価格を含む利用可能なフライトについて、そのフライトを
実際に予約する約束を何ら有することなく把握することを望む。仮予約（ｐｒｅ－ｂｏｏ
ｋｉｎｇ）情報に対する、かなり頻繁な束縛のないそのような要求は、オープンで広範な
データベース・クエリの形態を取り、クエリ時にのみ計算されると莫大な量の計算リソー
スを必要とすることになる。更に、顧客は、要求した情報が顧客のクエリに応じてほぼ瞬
時に伝えられることを期待する。したがって、価格付き飛行機旅行推奨等、仮ショッピン
グのクエリ結果は、通常、事前計算され、キャッシュ化される。したがって、旅行業界の
仮ショッピングは、本明細書で提案するキャッシュ更新方策のための適切な適用例を形成
する。
【００５０】
　詳細な説明
　次に、より詳細な説明を参照すると、図２は、例示的実施形態による分散データベース
・システム１の概要図を示す。次に記載する実施形態は、旅行業界のデータベースに関連
する。具体的には、計算プラットフォーム３が飛行機旅行提案に関するデータを維持し、
キャッシュ・データ・プラットフォーム２が飛行機旅行提案に関連する価格を記憶し、飛
行機旅行提案とは、計算プラットフォーム３が計算規則、具体的にはフライト運賃及びそ
れらに関連する計算規則に基づき計算したものである一実施形態が、提示される。しかし
、これらの実施形態は、本発明のキャッシュ更新方策をより詳細に示す目的での例に過ぎ
ないことを留意されたい。本明細書で提示するキャッシュ更新方策は、データ及びキャッ
シュ化結果の構造及び／又はセマンティクスとは無関係に、あらゆる種類のデータ及びデ
ータベース・クエリ結果に適用できる。
【００５１】
　上記のように、分散データベース・システム１の主な実体は、データ・キャッシュ・プ
ラットフォーム２（以下簡単にＤＣＰと呼ぶ）及び計算プラットフォーム３である。図２
の例では、計算プラットフォーム３は、欧州特許出願第１１３０５５１８号に開示するマ
ッシブ・コンピュテーション・プラットフォーム（ＭＣＰ）である。ＤＣＰ２及びＭＣＰ
３は、少なくとも１つの通信リンクを介して結合され、この少なくとも１つの通信リンク
を利用してＤＣＰ２からＭＣＰ３に再計算指令を送信し、それに応答して、事前計算され
た価格付き旅行推奨（以下簡単に「価格」とも呼ぶ）をＭＣＰ３からＤＣＰ２に返信する
。
【００５２】
　ＤＣＰ２は、ＤＣＰ２がキャッシュ化価格の正確さの確率の決定に使用するデータを組
み込むための更なる通信インターフェースを備える。これらのインターフェースは、例え
ば通信リンクを含み、この通信リンクは、確率モデルの基準を形成する統計データを組み
込み、航空会社又は顧客販売促進キャンペーンによってポピュレートされた運賃変更及び
フライト利用可能性の案内等の非同期リアルタイム・イベントを受信するためのものであ
る。
【００５３】
　更に、分散データベース・システム１は、アプリケーション・プラットフォーム４を含
むことができ、このアプリケーション・プラットフォーム４は、旅行会社等のエンド・ユ
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ーザ又は外部顧客が問い合わせできるデータを編成、維持する。アプリケーション・プラ
ットフォーム４は、ＭＣＰ３とアプリケーション・プラットフォーム４との間のそれぞれ
の通信リンクを介してＭＣＰ３によってポピュレート、更新される。このポピュレーショ
ン及び更新は、ＤＣＰ２が発行する再計算指令によってトリガされる。
【００５４】
　一般に上記に記載し、より具体的に以下に記載するように、ＤＣＰ２から受信した再計
算指令に応答して、ＭＣＰ３は、旅行推奨の価格を再計算し、この価格をＤＣＰ２に返信
する。しかし、同時に、ＭＣＰ３は、再計算した価格付き旅行推奨をアプリケーション・
プラットフォーム４に転送もし、この旅行推奨を記憶もする（図２の「旅行推奨集積」に
示すように）。したがって、アプリケーション・プラットフォーム４も、ＤＣＰ２が実施
するキャッシュ更新方策に基づき、ユーザが問い合わせる事前計算価格付き旅行推奨をキ
ャッシュ化する。したがって、本発明のキャッシュ更新方策は、例えばオープン・クエリ
に対する即時応答の形態でユーザに利益をもたらす適用例に活用される。そのような構成
では、データ・キャッシュ・プラットフォーム２は、アプリケーション・プラットフォー
ム４のキャッシュの更新を制御、トリガするように構成した制御プラットフォームとして
働く。したがって、データ・キャッシュ・プラットフォーム２に記憶したキャッシュ化デ
ータベース・クエリ結果は、任意のユーザ又は顧客によって実際にはアクセス又は問い合
わせされず、キャッシュ更新方策が実施される制御データ基盤を形成するにすぎない。し
かし、他の構成では、データ・キャッシュ・プラットフォーム２は、ユーザ又は顧客が直
接問い合わせることもでき、又は－言い換えれば－、本発明のキャッシュ更新方策は、個
別の制御実体とは対照的に１つ又はいくつかのアプリケーション・プラットフォーム（複
数可）４に直接実装できる。
【００５５】
　アプリケーション・プラットフォーム４は、例えば仮ショッピング・アプリケーション
・プラットフォーム、運賃分析アプリケーション・プラットフォーム及び他のプラットフ
ォームを備える。仮ショッピング・アプリケーション・プラットフォームは、フライト利
用可能性及び価格についての情報を望むエンド・ユーザが問い合わせる。例えば、エンド
・ユーザは、ホリデーシーズン中の、ニース発、５００ユーロ未満の旅行提案の価格の概
要を得るために、仮ショッピング・アプリケーションにクエリを指示できる。本発明のキ
ャッシュ更新方策と一致して更新される仮ショッピング・アプリケーション内でキャッシ
ュ化した事前計算価格付き旅行推奨のために、それぞれのフライトの価格は、クエリの発
生時に計算する必要がない。そうではなく、こうしたかなり不特定の制約を満たす旅行提
案のリストは、仮ショッピング・アプリケーション・プラットフォーム内でキャッシュ化
した価格付き旅行推奨に基づき非常に迅速に返信できる。次に、ユーザは、ユーザに最適
である返信されたリストから旅行を選択し、次にこの旅行を実際に予約するための更なる
要求を発行できる。次に、第２の要求は、現在及び実際の価格を計算し、ユーザに拘束力
のある提案を勧める予約エンジン（図示せず）によって処理される。
【００５６】
　次に、図３により示されるデータ・キャッシュ・プラットフォーム２の構造をよく見る
と、データ・キャッシュ・プラットフォーム２は以下の３つのモジュールから構成される
：
　－入力マネージャ５は、ＭＣＰ３からの事前計算データベース・クエリ結果、非同期リ
アルタイム・イベント、及び統計データ等の他の情報等の入力を受信する責任を負い、確
率モデルを供給、更新する。
　－分析器６は、どの確率モデルが更新すべき候補のキャッシュ化クエリ結果を決定する
ように構成されるかに基づいて確率モデルを利用する。
　－最後に、統合器７は、分析器６が決定した確率を修正し、－必要な場合に－観察され
たリアルタイム・イベントに基づき確率モデルも修正する（観察されたリアルタイム・イ
ベントは図３に示されない）。
【００５７】
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　更に、ＤＣＰ２は、キャッシュ化価格付き旅行推奨データを保持する内部データベース
８を含む。この見本は、古くなる確率の評価及び再計算判定への判定に関連する価格情報
の属性、例えば：都市ペア、出発日、滞在期間及び最終計算日等を保持するにすぎず、こ
れらは全てＭＣＰ３が返信した計算の出力である。運賃等のＭＣＰ３の計算を実施するた
めにＭＣＰ３によって利用される他のデータは、ＤＣＰ２にミラーリングされない。とい
うのは、他のデータは、キャッシュ更新方策の実施に必要ではないためである。しかし、
一方で、ＤＣＰ２は、最初に仮定した正確さ（ＭＣＰ３がたった今再計算した価格が予約
のための計算とは異なる見込み）、揮発性（価格がその最終計算以来の予約のための計算
とは異なる確率の指摘）及び人気度（フライトがどれくらい頻繁に検索、予約されるか）
等、メタデータ属性を有するＤＣＰ２のデータ（ＭＣＰ３が返信するデータ・セットの一
部ではない）を向上させる。こうした属性の設定に必要なデータは、揮発性データベース
１０、最初の正確さデータベース１１及び統計サーバ９等の外部データベースに保持され
る。メタデータ属性は、（以下でより詳細に説明するように）分析器６がキャッシュ化価
格が古くなった可能性があるかどうかの確率を決定することに基づき確率モデルの見本と
なる（及びしたがって確率モデルの特定性に依存する）。
【００５８】
　入力マネージャ５は、全ての異種の情報ソースを変換し、ＭＣＰ３によって返信される
ローカルの価格見本データベース８に集積するように構成される。入力マネージャ５は、
モデル化価格に影響を与える可能性のあるイベント及び行動を記録する。こうしたイベン
トには、顧客販売促進及び顧客不一致フィードバックを含む。更に、欠航のようなフライ
ト利用可能性イベントは、欠航したフライトに直接的に基づくキャッシュ化旅行推奨を無
効にするだけでなく、欠航したフライトと同時刻に予定されている同じ都市ペアのフライ
ト等の対応するキャッシュ化データにも影響を与え得る。次に、こうしたリアルタイム・
イベントは、古くなる確率及び再計算判定を修正するために、リアルタイム・イベントを
更に処理する統合器７に転送される。
【００５９】
　価格付き旅行推奨のキャッシュ化に関与する情報量のために、符号化技法を採用するこ
とが有益である。この符号化技法により、ＤＣＰ２でキャッシュ化された価格付きデータ
は、ＭＣＰ３に保持した、基礎をなすデータ・ドメインに包括的にマッピングされ、一方
で記憶リソースに関する費用を著しく低減する。確率の符号化は、例えばブルーム・フィ
ルタを使用することにより実施される。そのような符号化の効果は２つある。第１に、ブ
ルーム・フィルタは保存的である。ブルーム・フィルタは、例えば運賃変更を示すリアル
タイム・イベントによって影響を及ぼされる可能性があるこうした価格を少なくとも及び
いずれの場合にも確実に追跡可能にするが、ブルーム・フィルタは、影響を受けないと考
慮される価格が実際に影響を受けない逆の場合は、誤ることがない。そのため、そのよう
な運賃変更イベントによって影響を及ぼされる可能性のある価格を認識しない恐れがない
。第２に、偽陽性量の表示は、ブルーム・フィルタの割り振られた大きさに厳密に依存し
、そのため、必要に応じて偽陽性の発生を制限できる。
【００６０】
　第２のモジュールである分析器６は、ＤＣＰ２に保持される事前計算価格の正確さの劣
化の確率モデルに基づき、キャッシュ化価格付き旅行推奨が古くなったかどうかの確率の
第１の一般レベルの決定を実施する。分析器６は、上記で説明したように入力マネージャ
５によって価格に加えられるメタデータを検査、評価する。したがって、このメタデータ
によって見本となる確率モデルは、揮発性データベース１０が含む価格揮発性、最初の正
確さデータベース１１から組み込まれた価格の最初の正確さ、及び統計サーバ９からの人
気度報告により返信されたフライト推奨の人気度に関するメトリクスを含む。分析器６は
、静的確率情報のみに基づき（即ちあらゆるイベントを考慮せずに）、キャッシュ化価格
に関する確率及び優先情報、即ちどの価格を優先情報を用いて再計算する必要があるかの
指摘を統合器７に出力する。
【００６１】
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　より具体的には、例示的確率モデルは、事前計算データベース・クエリ結果ｘｉの以下
のパラメータに基づく：
　－事前計算データベース・クエリ結果の寿命ｔｉ：ＭＣＰ３によるこの事前計算データ
ベース・クエリ結果の最終計算以来の時間。
　－発生及び過去の計算結果から導出できる事前計算クエリ結果の揮発性λｉ。
　－揮発性λｉを採用して、所与の時間後に未変更のままでいる事前計算クエリ結果：Ｐ
（ｔ後未変更）＝ｅ－λｉｔに対する確率推定値を与えることができる。このことは、予
期される正確さ
【００６２】
【数１】

の確率、又はより一般には、古くなった事前計算データベース・クエリ結果の確率とも呼
ばれる。経時的に減少する可能性が高いこの正確さの２つの例示的機能は、図４ａに示さ
れる。
　－最初の正確さ：ＭＣＰ３が生成する事前計算データベース・クエリ結果は、例えばＭ
ＣＰ３自体がその計算をキャッシュ化（したがって古くなった）データに基礎を置く場合
、計算時間でさえ必ずしも正確ではないことがある。このことは、ＭＣＰ３が計算する事
前計算データベース・クエリ結果と基礎をなす正確なデータが仮説的に生成している計算
結果との間に更なる不一致をもたらす。この不一致は、それぞれのフィードバックが利用
可能である場合に測定できる。この不一致は、例えば以前の計算から、事前計算データベ
ース・クエリ結果ｘｉがＭＣＰ３による計算時に正確である確率ａｉを有することを推測
できる。このことは、所与の時間ｔ後、事前計算データベース・クエリ結果が正確である
確率がａｉｅ－λｉｔであることを意味する。
　－次に、このモデルに従ってＤＣＰ２に保持される全体の事前計算データベース・クエ
リ結果の正確さは、平均正確さ：
　包括的正確さ＝平均（ａｉｅ－λｉｔ）
として考慮できる。
　－事前計算データベース・クエリ結果の人気度ｐｉ：人気度ｐｉは、エンド・ユーザに
よるこの事前計算データベース・クエリ結果への平均アクセス頻度である。更に以下でも
簡単に提示するように、ユーザが要求することが多い事前計算データベース・クエリ結果
に対してより良好な正確さを達成することが望ましい場合がある。したがって、ユーザが
見る全キャッシュの正確さは、各正確さの値が人気度によって重み付けされるという点で
定義もできる。したがって、事前計算データベース・クエリ結果への正確なアクセスの割
合は、正確な事前計算データベース・クエリ結果の予期される割合とは反対に：
【００６３】

【数２】

に含まれる。
【００６４】
　正確さの確率モデルのこうしたパラメータは、例えば数日、数週間又は数ヶ月の履歴に
基づき統計サーバ９から導出する統計履歴データにより設定される。あらゆる単一の事前
計算データベース・クエリ結果は、事前計算データベース・クエリ結果の状態を予測し、
したがって全キャッシュの質を予測するために、こうしたパラメータを用いてモデル化さ
れる。
【００６５】
　優先順位を付け、次にどの価格を再計算するか判定するために、確率モデルの情報を利
用するいくつかの方法がある。分析器６は、状況に応じて（例えばＭＣＰ３内に基礎をな
す旅行データを所有する顧客との契約に従って、データ量に応じて、利用可能な計算リソ
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ースに応じて、どの方法でキャッシュを最適化すべきかの異議に応じて）こうした方策又
は方策の混合を適用するように構成可能である。以下の方策を適用できる：
　・価格の正確さ：このことは、データ・ドメインの包括的な正確さを最大化することを
目的とする。おそらく、不正確な価格を最初に再計算する。
　・人気度で重み付けした価格の正確さ：不正確である可能性がある価格のうち、人気度
があまりない価格よりもより人気度のある価格を高い優先度で再計算することになる。
　・人気度及び寿命で重み付けした価格の正確さ：以前の方策と同様であるが、最終再計
算の時間も考慮する。この方策は、特に再計算リソースが一般に再計算すべき価格の量と
比較して制限される状況で、非常に揮発性である価格によって引き起こされる再計算の欠
乏を防止する。
　・人気の都市ペアをそれらの地理位置及び再計算時間に基づき調整する：この方策は、
更に、１日の特定時間でどの都市ペアのフライトがより頻繁に問い合わせされるかという
統計を考慮する。結果として、特定都市ペアのフライトがほとんどアクセスされないこれ
らの時間で頻繁な再計算が回避される（というのは、不正確なキャッシュ化データは、そ
れぞれのクエリが実際にほとんど発生しない限り害を与えないためである）。
【００６６】
　副次的な結果として、分析器６は、ＭＣＰ３から受信し、ＤＣＰ２に組み込んだ最近再
計算した価格の値に基づき揮発性モデル・データベース１０を更新する。分析器は、繰り
返す再計算に基づきキャッシュ化価格の実際の揮発性を追跡できるので、分析器は、こう
した統計情報を揮発性モデル・データベース１０にフィードバックできる。揮発性モデル
を更新するために、分析器６は、新たに計算した価格結果と以前受信した価格値との間の
差異の数を計数する。こうした差異から、分析器６は、分析した価格のそれぞれの部分の
ための揮発性パラメータを更新する。
【００６７】
　同様に、分析器６は、最初の正確さデータベース１１を同様に更新できる。分析器６は
、例えば新たな都市ペアからの価格が初めてＤＣＰ２に集積された場合、他の人気度の報
告を求めることもできる。
【００６８】
　価格の揮発性、正確さ又は人気度に対する履歴及び統計データそれぞれがない場合、分
析器６は、できるだけ保存的であるデフォルト・パラメータを使用して処理を実施する。
【００６９】
　次に第３のモジュールを参照すると、統合器７は、到来するリアルタイム・イベントを
考慮することにより第２のレベルの確率決定を実施する。更に、統合器７は、再計算指令
を生成し、再計算指令をＭＣＰ３に発行する実体である。統合器７は、分析器６の出力を
その判定の基礎として必要とする。これらの出力は、データ・ドメインの全価格に対する
再計算優先度の第１の推定を提供する。次に、統合器７は、様々なリアルタイム・イベン
ト・ソースから収集した全情報をオーバーレイして、再計算優先度を修正する。これによ
り向上した再計算優先度がもたらされる。
【００７０】
　任意選択で、統合器７は、例えば「全価格を少なくとも毎週一度再計算することを保証
する」等、任意の顧客サービス・レベル契約を考慮し、それに応じて優先度を修正できる
。統合器７は、内部価格データ見本８内の最も高い優先度を有するこうした入力を最初に
選択し、再計算用に入力をマークする。統合器は、好ましくはＭＣＰ３で利用可能な計算
リソースの知識を有するので、特定の時間間隔でＭＣＰ３により再計算できるものと同数
のキャッシュ化価格を確保できる。次に、統合器７は、得られた再計算指令をＭＣＰ３に
送信する。
【００７１】
　リアルタイム・イベントからの情報は、厳密な統計モデル化の間、キャッシュ化データ
の正確さを改良する手段である。リアルタイム・イベントからの情報を使用して、予期さ
れたもののみではなく実際に起こったことを追跡できる。このことは、統計モデルの予測
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を制御し、予測が間違っている又は不適切であると判明した場合に１つ又は複数の予測を
修正する手段である。リアルタイム・イベントのいくつかのクラスを本実施形態に対して
想定できる。
【００７２】
　行為者のイベントは、一般に選択的に（即ち時間ごとに）発生するが、再計算判定に劇
的な影響を及ぼす場合がある。外部顧客は、キャッシュと、外部顧客が自身のプラットフ
ォーム上で経験しているショッピングとの間の不一致に対してフィードバックを提供でき
る。このフィードバックは、統計モデルが予測する正確さを修正し、したがって必要な場
合により迅速な再計算を強制するために使用できる。ＭＣＰ３内に記憶されるデータの提
供業者（例えば旅行を提供する旅行提供業者）がいくつかの都市ペアに対するフライトを
促進する販売促進キャンペーンを実施するとき、これらの価格がより揮発性であり、より
頻繁に古くなることが仮定できる。したがって、販売促進キャンペーン中のこれらの価格
の再計算頻度を増加させる必要がある場合がある。別の例として、ＭＣＰ３のための整備
操作が時折必要であることがあり、さもなければシステム１内で操作上の問題に遭遇する
おそれがある。そのような場合、整備が完了する及び問題が元通りになるまで、再計算指
令をより少なく生成する又は再計算指令を生成しないようにＤＣＰ２に命令できる。
【００７３】
　利用可能イベントは、キャッシュ化フライトの正確さに対するリアルタイム状況を示す
。イベントの記述に応じて、ＭＣＰ３内の基礎をなすデータ・ドメインの特定価格が変更
されており、したがってＤＣＰ２は、キャッシュ化した価格が無効になっていることを確
実に知ることができる。しかし、影響が確実ではない他の価格も影響を及ぼされることが
あり、したがってこれらの値段が古くなる確率を増大させることがある。例えば、「クラ
スの閉鎖」イベントは、特定のフライトに対する特定の予約クラスが満席になっているこ
とを示す。このフライトの座席及びクラスは、もはや予約可能ではなく、したがってＤＣ
Ｐ２がキャッシュ化したそれぞれの価格は、確実に無効になっている。しかし、このこと
は、同じフライトの他のクラス、及び／又はこのフライトの直前又は直後に出発する他の
フライトの同じクラスの座席がより揮発性になる可能性があることの指摘として考慮され
る可能性がある。したがって、こうした古くなる確率は、増大する可能性があり、これら
の値段の再計算が有益である可能性がある。別の例として、ローコスト・キャリアがフラ
イト占有率に応じて座席の価格を設定することに遭遇する。占有率の変更通知時に、それ
ぞれのキャッシュ化価格を迅速に再計算でき、したがってキャッシュの正確さを改善／回
復する。
【００７４】
　運賃変更イベントの暗示は、推定が困難である。簡単に言うと、運賃は、特定フライト
の価格を計算するのに使用する規則等の情報及び論理を含む。したがって、特定フライト
の実際の価格を計算する場合、一組の運賃にアクセスし、どの運賃が関連し、実際に適用
されるかを判定し、最後に価格を計算する。したがって、関係「フライト→運賃（複数可
）」がある（しかし、この関係は、運賃が特定フライトに適用される制約が変化し得るの
で経時的に変化し得る）。しかし、もう一方の方向の関係「運賃→フライト」は、一般に
追跡されない。即ち、どの運賃をどのフライトに適用するかは明らかではない。更に、運
賃の変更は、基礎をなすデータ・ドメインから計算される膨大な量の価格に影響する可能
性がある。
【００７５】
　運賃イベントの影響を決定するために、ＭＣＰ３とＤＣＰ２との間の通信を利用してＭ
ＣＰ３が価格の計算に適用する運賃へのマッピングをＤＣＰ２に与えることができる。再
計算指令に応答して価格を計算する場合、ＭＣＰ３は、要求された価格を計算するために
アクセスした全運賃を記録する。次に、この情報は、運賃⇔フライトのマッピングに包括
的に記憶され、ＭＣＰ３によるあらゆる計算の間維持される。運賃変更イベントを受信す
ると、入力マネージャ５は、運賃変更イベントによって影響を受けるフライトを決定する
ためにこの包括的マッピングを検索し、これらのフライトを「更新済み」としてマークす
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る。運賃変更は、上記で簡単に説明したように、旅行推奨価格の変更を必ずしも暗示しな
いことを留意されたい。
【００７６】
　統合器７は、リアルタイム・イベントと基本確率モデルとの関係を考慮せずにキャッシ
ュ化旅行推奨の再計算を始めるのではなく、イベントのキャッシュ化価格に対する影響の
可能性を最初に評価する。そのようなイベントは、確率モデル内のイベントの見本に関し
て最初に分析される。
【００７７】
　上記で概説したように、この分析の特定性は、使用する確率モデルの種類に依存する。
概念モデルの場合、モデル生成過程からどのイベントが確率モデル内で考慮されたかがわ
かる。したがって、特定イベントがモデル内に存在するか否かを決定するために、到来す
るイベントとモデル生成過程からわかった確率モデルの特性とを照合する。
【００７８】
　他方では、履歴統計モデルを使用でき、したがって、履歴統計モデルは、どのイベント
がモデルの履歴統計データ基盤に誘導されているかをアプリオリにわからないことがある
。この場合、特定イベントが確率モデル内の見本となるか否かを決定するために、以下の
アプローチを取ることができる（完全を期すために：以下のアプローチは、いかなる特定
の種類の確率モデルに限定されるものではなく、例えば概念モデルに採用もできる）。
【００７９】
　全キャッシュ化事前計算データベース・クエリ結果によって形成されたデータ・ドメイ
ンの大きさに応じて、キャッシュ化データベース・クエリ結果は、以下「持ち分」（ｓｈ
ａｒｅ）と呼ぶ、より小さな部分に細分される。事前計算データベース・クエリ結果が価
格付き旅行推奨である例では、持ち分は、例えば起点－目的地ペアによって形成され、即
ち、１つの持ち分は、同じ起点及び目的地の場所を有する全ての事前計算価格付き旅行推
奨を含む。代替的に、データ・ドメインが大きさの限られたもののみである場合、細分を
実施しない。言い換えれば、この場合、ＤＣＰ２に保持される全事前計算データベース・
クエリ結果を含むただ１つの持ち分がある。
【００８０】
　非同期リアルタイム・イベントを検出した後、検出されたイベントのために、このイベ
ントによって影響を受ける可能性がある、即ち、古くなる可能性が増大している事前計算
データベース・クエリ結果を含む１つ又は複数の持ち分が特定される。少なくとも１つの
持ち分の実際の正確さは、例えば、持ち分内の事前計算データベース・クエリ結果の特定
又は無作為サンプルを再計算することにより、実際の正確さを推定して決定する。例えば
、持ち分が１０，０００個の事前計算データベース・クエリ結果を含む場合、２０個の事
前計算データベース・クエリ結果のサンプルを再計算する。この再計算は、他の再計算と
同様に実施される。ＤＣＰ２は、再計算指令を生成し、ＭＣＰ３に発行する。ＭＣＰ３は
、再計算を実施し、再計算の結果、即ち更新されたサンプル事前計算データベース・クエ
リ結果をＤＣＰ２に返信する。ＤＣＰ２は、サンプル再計算の結果と、以前にキャッシュ
化した対応するデータベース・クエリ結果とを比較し、例えば変化した（即ち古くなった
若しくは不正確になっている）サンプル事前計算データベース・クエリ結果のパーセンテ
ージ、及び／又は変化しない（即ち古くなっておらず、依然として正確であった）サンプ
ル事前計算データベース・クエリ結果のパーセンテージを決定する。サンプル事前計算デ
ータベース・クエリ結果のこれらのパーセンテージは、持ち分全体の正確さの推定として
持ち分全体に伝達される可能性があり、即ち、これらサンプルのパーセンテージから、持
ち分全体がサンプルとして同様の（不）正確さであることを一般に結論付けできる。
【００８１】
　次のステップでは、決定された持ち分の実際の正確さを確率モデルが予測する持ち分の
正確さと比較する。この比較の結果に応じて、特定の非同期リアルタイム・イベントが確
率モデル内の見本となるか否か、及び場合によっては特定の非同期リアルタイム・イベン
トがどの程度確率モデル内の見本となるかを結論付ける。決定した実際の正確さが、確率
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モデルが予測する正確さを所与の程度を超える程に下回る場合、即ち、サンプル正確さが
、モデルが予測した正確さよりも実質的に低い場合、そのイベントは、確率モデル内に含
めるように考慮されない。一方、決定した実際の正確さが、確率モデルが予測する正確さ
を所与の程度よりも低く下回る場合、或いは両方の正確さが同一である、又は決定した実
際の正確さが、予測された正確さよりも更に高い場合、そのイベントは、確率モデル内の
見本となるように考慮される。両方の正確さの間の差異は、イベントがどの程度モデル内
に組み込まれているかという指標でもある。
【００８２】
　サンプリング自体が、発生した非同期リアルタイム・イベントを最初の段階で検出する
方法として認識できることに留意されたい。特定フライトが欠航になっているという航空
会社からの指摘、又は販売促進キャンペーンの指摘等の非同期リアルタイム・イベントの
明示的指摘に加えて又は代替的に、サンプリングを利用して、第３者が明示的に指摘しな
い非同期リアルタイム・イベントを暗示的に検出できる。この目的で、事前計算データベ
ース・クエリ結果の全持ち分の実際の正確さを推定するために、全持ち分にわたって連続
的又は規則的なサンプル処理を採用できる。このことにより、決定された実際の正確さと
確率モデルが予測する正確さとの比較により、決定された実際の正確さが、確率モデルが
予測する正確さよりも実質的に低いことが判明した場合、確率モデル内に反映されないイ
ベントを暗示的に検出可能にする。
【００８３】
　検出されたイベントによって影響を受ける可能性がある１つ又は複数の持ち分の特定は
、イベントの特性及びイベントについての知識に依存することを更に留意されたい。例え
ば、イベントが周期的サンプリング処理によって暗示的に検出されている場合、影響を受
ける可能性がある持ち分は、同時に決定されている（即ち、実際の正確さを決定されたこ
れらの持ち分は、予測した正確さよりも実質的に低い）。一方、イベントの明示的シグナ
リングは、影響を受ける可能性がある事前計算データベース・クエリ結果の指摘を含むこ
ともできる。例えば、航空会社が特定フライトの欠航をシグナリングした場合、欠航便前
後の時間の間の同じ起点と目的地との間のフライトの価格は、影響を受ける可能性がある
と考慮される可能性がある。更に、過去の経験から、どの（明示的にシグナリングした）
イベントがどの事前計算データベース・クエリ結果の正確さに影響を与える可能性がある
かを知ることができる。例えば、どのリアルタイム・イベント及びリアルライフ・イベン
トが、連続サンプリング処理により検出された持ち分の正確さの低下に関与しているかを
再追跡し、このようにして、いくつかの非同期リアルタイム・イベントの通常の影響につ
いての知識を獲得することが可能である。
【００８４】
　次に、上記した、持ち分の実際の正確さ推定に対する分析、及び持ち分の実際の正確さ
と確率モデルが予測する正確さとの比較をより詳細に、より形式的に説明する。
【００８５】
　１つの事前計算データベース・クエリ結果ｘｉの実際の正確さをＡｃｃｉと呼ぶ。事前
計算データベース・クエリ結果ｘｉは、特定の時点で正確（Ａｃｃｉ＝１）、即ちその再
計算結果に等しい、又は不正確（Ａｃｃｉ＝０）、即ちその再計算結果とは異なる、のい
ずれかである。全事前計算データベース・クエリ結果の収集を持ち分Ｄｊに論理的に分割
できる。以下の考慮は、１つの特定の例示的持ち分Ｄに関連する。持ち分Ｄに含まれ、確
率モデルが予測する事前計算データベース・クエリ結果の平均正確さは、Ａｃｃｍｏｄｅ

ｌ（Ｄ）と示される。一方、Ｄにおける実際に正確な事前計算データベース・クエリ結果
の割合をＡｃｃ（Ｄ）と呼ぶ。
【００８６】
　上記のように、Ａｃｃ（Ｄ）を決定又は推定するために、ＤにおけるＮ個の事前計算デ
ータベース・クエリ結果のサンプル再計算を実施する。Ｎ個のうち正確な結果の数をＡＣ

Ｎと呼び、即ちＮ個のサンプル事前計算データベース・クエリ結果を再計算した後、ＡＣ

Ｎ個の再計算されたデータベース・クエリ結果は、それらの以前にキャッシュ化した対応
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物と同一である一方で、（Ｎ－ＡＣＮ）個の再計算されたデータベース・クエリ結果は、
それらの以前にキャッシュ化した対応物とは異なり、したがって不正確であることがわか
っている。
【００８７】
　上記のように、持ち分Ｄ内の１つの事前計算データベース・クエリ結果ｘｉに対する正
確さの確率は、Ａｃｃ（Ｄ）である。
【００８８】
　このことは、二項式の法則ＡＣＮ～Ｂ（Ｎ，ＡＣＣ（Ｄ））を採用することにより、Ｄ
内のＮ個のサンプル事前計算データベース・クエリ結果に対して一般化できる。したがっ
て、Ｎ個のサンプルのうちＫ個の事前計算データベース・クエリ結果が正確である確率は
、
【００８９】
【数３】

である。
【００９０】
　この法則の統計的期待値は、Ｅ（ＡＣＮ）＝Ｎ×ＡＣＣ（Ｄ）である。
【００９１】
したがって、関係
【００９２】

【数４】

は、Ｎ個の事前計算データベース・クエリ結果のサンプル事前計算の結果により伝えられ
る、持ち分Ｄの実際の正確さの推定、Ａｃｃ（Ｄ）である。一方、Ａｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ
）は、確率モデルが示すＡｃｃ（Ｄ）の正確さの推定である。
【００９３】
　所与のリアルタイム・イベントが確率モデル内に存在するか否かを決定するために、両
方の値が互いに異なる、具体的には
【００９４】
【数５】

＜＜Ａｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）である場合の可能性があるケースでは、
【００９５】

【数６】

又はＡｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）がＡｃｃ（Ｄ）のより信頼できる近似値であるかどうか判定
することが必要である。この判定を準備するために、２つの仮説Ｈ０及びＨ１を規定でき
る：
　Ｈ０：確率モデルの予測は、持ち分Ｄの正確さを適切に示し、即ちＡｃｃ（Ｄ）≒Ａｃ
ｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）である。
【００９６】

【数７】

は、サンプリング処理によって生じた統計的偏りのためにＡｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）よりも
小さい（即ち、偶発的に、選択されたＮ個の事前計算データベース・クエリ結果は、Ｄに
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おける全事前計算データベース・クエリ結果の平均、及びしたがってＮ個のサンプルがＡ
ｃｃ（Ｄ）を見本として反映しないという点でより正確である）。
　Ｈ１：確率モデルにより予期されなかった何かが発生し、したがってＡｃｃｍｏｄｅｌ

（Ｄ）は、Ａｃｃ（Ｄ）の不適切な推定である。むしろ、サンプル再計算によって得られ
た実際の正確さ推定は、最適な利用可能な推定であり、即ちＡｃｃ（Ｄ）≒
【００９７】
【数８】

である。
【００９８】
　Ｈ０が真であるという判定Ｄ０、又はＨ１が真であるという判定Ｄ１の実施は、以下の
方法で行うことができる：
【００９９】
　実際の正確さが予測した正確さよりも所与の程度を超えて低い場合、確率モデルが予測
する正確さが不適切である可能性は増大し、低減させる必要がある。例えば、Ａｃｃｍｏ

ｄｅｌ（Ｄ）は８５％の正確さＡｃｃ（Ｄ）を示す一方で、サンプル再計算が受信した実
際の正確さは、Ｄにおける正確な事前計算データベース・クエリ結果の２０％のみを示す
場合がそうである。この場合、Ｄ０が正しい判断である。しかし、サンプリングによって
受信された実際の正確さ及びモデルが予測した正確さが類似する場合、即ち、両方の指摘
の間の偏りが比較的小さい場合、確率モデルが予測する正確さがおそらく適切である。一
例を挙げれば、Ａｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）が８５％の正確さＡｃｃ（Ｄ）を示し、
【０１００】

【数９】

がＮが８０％の正確さに達する場合がそうであり得る。この場合、Ｄ１が正しい判定であ
る。
【０１０１】
　Ｄ０とＤ１との間の境界を規定するために、閾値ＫＴｈを導入する：
【０１０２】
　ＡＣＮ＞ＫＴｈである場合、確率モデルが予測する正確さＡｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）は、
Ａｃｃ（Ｄ）の適切な近似値として考慮され、Ｄ０が選択される。ＡＣＮ≦ＫＴｈである
場合、確率モデルが予測する正確さＡｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）は、Ａｃｃ（Ｄ）の適切な近
似値として考慮されず、Ｄ１が選択される。
【０１０３】
　ＫＴｈを適切な値に設定するために、確率モデルの質についての情報を有することが有
利である。そのような情報は、通常、モデルを展開する前及び／又はモデルの継続使用中
に実施されていたモデル検証処理から入手可能である。例えば、確率モデルの１年の使用
の間に、確率モデルによって反映されない非同期リアルタイム・イベントがかなりまれで
あり、例えば３６５日のうち３日だけ発生することが観察されていた場合がある。この場
合、Ａｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）が時間の９９％について適切であり（＝Ｈ０）、時間の１％
のみについて不適切である（＝Ｈ１）ことが仮定できる。別の例では、確率モデル内に含
まれない非同期リアルタイム・イベントが１年のうち１８０日等、比較的頻繁に発生する
場合がある。したがって、Ａｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）は１日おきのケースのみで適切である
、即ち時間の最大５０％で適切であり（＝Ｈ０）、それ以外の場合は不適切である（＝Ｈ

１）ことが仮定できる。
【０１０４】
　確率モデルの過去の質／確実さを考慮することによってＫＴｈを設定する１つの例示的
方法は、誤りの判定Ｄ１（即ち、Ａｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）は、実際には適切な推定である
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とである。確率モデルの予測が正しい確率は：
【０１０５】
【数１０】

として表すことができる。
【０１０６】
　仮説Ｈ０が真であり、誤りの判定Ｄ１が取られる確率αは、ＡＣＮがＫＴｈよりも低い
確率：
【０１０７】

【数１１】

である。
【０１０８】
　この式は、確率モデルの過去の確実さに応じてαを選択し、ＫＴｈを規定可能にする。
例えば、確率モデルが時間の９９％に関して正しかった場合、αは０．０１に設定される
。次に、ＫＴｈの閾値を以前の式を使用して計算できる。Ｋ個の正確なサンプル再計算結
果の数がＫＴｈよりも低い場合、即ち、サンプル再計算によって決定した実際の正確さの
推定
【０１０９】
【数１２】

は、Ａｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）よりも確実なＡｃｃ（Ｄ）の推定としてみなされる：

【０１１０】
　したがって、要約すると、ＡＣＮがＫＴｈ以上である場合、非同期リアルタイム・イベ
ントは、確率モデル内の見本となると考慮され、それぞれの事前計算データベース・クエ
リ結果の確率の修正は必要ではない。しかし、ＡＣＮがＫＴｈを下回る場合、イベントは
確率モデル内の見本とならないことが仮定される。
【０１１１】
　例えば販売促進キャンペーン又は整備イベントのような、予測可能ではないイベント、
したがって確率モデル内に全く含まれないイベントに関して、イベントは、できるだけ早
く処理される。一般に、このことは、特定のリアルタイム・イベントによって影響を受け
る可能性があるこうした事前計算データベース・クエリ結果の確率が、修正、具体的には
減少されることを意味する。イベントが確率モデル内に存在するか否かを決定する上記例
を続けると、この修正は、サンプル再計算によって獲得したＡｃｃ（Ｄ）の推定、即ち
【０１１２】
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【数１３】

を持ち分Ｄにおける古くなった事前計算データベース・クエリ結果の確率に適用すること
によって任意選択で達成される。例えば、
【０１１３】
【数１４】

がＮがＡｃｃｍｏｄｅｌ（Ｄ）よりも２５％低いことがわかっている場合、持ち分Ｄにお
ける事前計算データベース・クエリ結果のための確率モデルの現在の正確さ断定は、例え
ば同様に２５％減少する。この例示的な修正は、図４ｂによって可視化される（図４のｘ
軸及びｙ軸は、図４ａと同じ意味を有する。即ち、ｘ軸は最終再計算（＝寿命ｔ）以来の
時間単位での時間を示し、ｙ軸は正確さ／古さの確率を示す）。
【０１１４】
　この修正を行った後、どの事前計算データベース・クエリ結果を再計算すべきかという
判定が通常通り、即ち、同様に確率の修正が起こっていないかのように取られる。上記で
概説した例示的履歴統計モデルを再度参照すると、正確さ／古さに関する確率モデルが示
す確率は、ｅ－λｉｔｉである。しかし、この確率は、例えば上記で詳細に説明した方策
を適用することにより、認識した非同期リアルタイム・イベントに応答して修正できるの
で、この確率は、実際には、時間ｔｎにおける推定正確さ／古さＡｃｃｉ

ｔｎが時間ｔｎ

－１におけるその以前の値から計算されるステップ：
【０１１５】

【数１５】

の後に計算されるステップであってもよい。
【０１１６】
　分析器６による次の正確さ計算は、やはり以前の値（リアルタイム・イベントに応答し
て修正された可能性がある）から開始する。
【０１１７】
　到来する非同期リアルタイム・イベントに応答する確率の修正、例えば確率モデルが予
測する正確さは、それぞれの事前計算データベース・クエリ結果がＭＣＰ３によって次に
再計算された後に再設定される。
【０１１８】
　運賃又は利用可能性の変更のような、少なくとも特定の程度に確率モデル内の見本とな
るイベントは、任意選択で蓄積され、イベントの出現は、確率モデルの予測と定期的に比
較される。イベント・ピークがモデルと局所的に一致しないとき、即ち、イベントの突発
的な逸脱が確率モデルの基礎をなす統計から著しく外れる場合、影響を受けた価格を古く
なった可能性があるとしてマークし、できるだけ早くそれらの価格を再計算するようにす
る。このことにより、確率モデル内に既に存在する、したがって分析器６が予め行った決
定により既に考慮されたイベントにより生じた「ノイズ」を除外する。
【０１１９】
　任意選択で、到来する非同期リアルタイム・イベントの扱いは、統合器７から機能的に
独立した、又は統合器７の副構成要素である専用の構成要素、イベント・マネージャ・モ
ジュールによって行う。イベントは、入力マネージャ５によって受信され、内部データ・
リポジトリに集められることなく最初に記憶される。イベント・マネージャは、到来する
非同期リアルタイム・イベントがあれば受信し、例えば上記で詳細に説明した方策を適用
することによりイベントを処理し、可能性としては影響を受けた事前計算データベース・
クエリ結果が古くなった／不正確である確率の修正を実施する。任意選択で、上記した方
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策を所与の数のイベントがイベント・マネージャによって認識されている場合にのみ適用
し、次に、それに従って必要な場合にのみ各事前計算データベース・クエリ結果の推定正
確さを修正する。
【０１２０】
　任意選択で、最適化の目的のために、統合器７は、内部データ見本８の格子面（ｇｒｉ
ｄ－ｖｉｅｗ）に作用し、即ち、統合器７は、孤立した様式で価格のセットに作用するの
ではなく、そのアルゴリズムの間で互いに隣接する価格の群を考慮する。このアプローチ
では、隣接する価格データ・セットは、集合性質の値を有する単一のデータ・セットとし
てみられる。集合データ・セットに作用すると、疎な再計算指令の生成を制限し、したが
ってＭＣＰ３における相互化及び最適化の機会が増大する。このことは、計算費用を低減
する。
【０１２１】
　図５は、上記の詳細な説明を要約し、本明細書で提示するキャッシュ更新方法の概要を
示す。
【０１２２】
　事前計算データベース・クエリ結果のキャッシュを最新に保持する処理は、キャッシュ
化クエリ結果の不正確さの確率の決定（１４）から開始する。この決定は、２つの論理レ
ベルに位置する２つの行動から構成される。第１に及び一般に、統計及び確率データに基
づく予測モデルは、特定のキャッシュ化クエリ結果が（仮説的に）再計算したクエリ結果
に対応しない可能性を推定するために採用される。第２に、及びより具体的には、キャッ
シュ化クエリ結果が古くなる確率に影響を与える可能性があり、その確率が増大する可能
性があるリアルタイム・イベントをそれぞれ考慮に入れる。こうしたリアルタイム・イベ
ントは、リアルタイム・イベントが一般に特定のキャッシュ化クエリ結果の不正確さを確
実に示すのではなく、この点において非確定的であることを特徴とする。したがって、リ
アルタイム・イベント発生時に、正確さ及び不正確さそれぞれの可能性に対する確率的な
結論のみを出すことができる。
【０１２３】
　キャッシュ化データベース・クエリ結果が古くなったことが決定される確率に基づいて
、ＤＣＰ２がデータベース再計算指令を自動的に発行する（１５）。こうした命令は、Ｍ
ＣＰ３によって受信され、ＭＣＰ３は、次に、それぞれの結果を再計算し、結果をＤＣＰ
２に返信する（１６）。今度は、ＤＣＰ２は、結果を受信し、結果をローカル見本部８に
記憶する（１７）。これにより、１つの更新サイクルを終わりにし、次のサイクルが確率
の決定（１４）で再反復される。
【０１２４】
　次に、本発明のキャッシュ更新方策の手順のタイミングに関する特定の例を図６に関し
て説明する。この例では、ＤＣＰ２は、再計算指令を２０分ごとに生成するように構成さ
れ、即ち、キャッシュ化データが古くなったかどうかの確率を決定し、再計算指令を生成
、発行するラウンド又はサイクルは、２０分かかる。ＭＣＰ３におけるリソースは、一日
中アプリオリに知られ、ＤＣＰ２は、ＭＣＰ３で利用可能な計算リソースを認識し、した
がって再計算の量をＭＣＰ３の利用可能なリソースと同期できる。
【０１２５】
　再計算サイクルの初めに、ＤＣＰ２は、内部データベース８に記憶したキャッシュ化デ
ータベース・クエリ結果、即ち価格付き旅行推奨の現在の正確さを分析する。ラウンドは
、２０分のラウンド終了時にＭＣＰ３により処理される一組の再計算指令を生じさせるこ
とになる。一方、ＭＣＰ３側では、最終サイクルからの指令が計算され、新たな価格推奨
が生成され、ＤＣＰに返信され、このＤＣＰで、新たな価格推奨は、記憶され、次のサイ
クルで繰り返される情報の分析及び更新のために利用可能である。
【０１２６】
　図６は、ＭＣＰが０４：００から０５：００ａ．ｍ．の間の時間区間で著しい利用可能
リソースを有し、そのため、多くの再計算をこの時間に実施できることを示す。しかし、
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その後、利用可能リソースは９：００ａ．ｍ．までなく、そのため、再計算はその時間で
は可能ではない。その日の後、０９：００ａ．ｍ．から７：００ｐ．ｍ．までにいくつか
のリソースがＭＣＰ３で利用可能である。
【０１２７】
　０４：２０ａ．ｍ．でサイクルが開始される間、分析器６は、キャッシュの正確さを分
析する一方で、統合器７は、それに応じて再計算指令を生成する。こうした指令は、ＭＣ
Ｐ３によって０４：４０ａ．ｍ．に実施されることになる。分析器６は、ＭＣＰがラウン
ドの開始時に受信したＭＣＰの価格推奨に注目する。分析器６は、受信した価格と、価格
の値が内部リポジトリに記憶されている以前の価格との間の差異を計数する。差異に基づ
き、分析器６は、繰り返される「揮発性」情報ソースを修正する。入力マネージャ５は、
受信したＭＣＰ価格を更なる検査のために保存する。
【０１２８】
　４：４０から５：００ａ．ｍ．のサイクルでは、ＭＣＰ３は、ＤＣＰ２から受信した再
計算指令を区間０４：２０から４：４０ａ．ｍ．の間に処理する。ＤＣＰ２は、ＤＣＰ２
が、到来する時間スライス（０５：００ａ．ｍ．）の間及び０９：００ａ．ｍ．までのそ
の次の時間スライスの間、いかなる再計算指令も生成できないことを認識している。しか
し、ＤＣＰ２は、データ・モデルを依然として連続的に分析して全キャッシュの価格付き
旅行推奨の現在の正確さを更新する。ＤＣＰ２は、０８：４０ａ．ｍ．までの将来のサイ
クルごとに同じことを行うことになる。
【０１２９】
　０８：４０ａ．ｍ．では、分析器６は、再計算を全く行わない前の４時間の間にキャッ
シュの正確さが低下したことを決定する。分析器６は、それに応じて以下のサイクルにわ
たって再計算指令を生成するが、０９：００ａ．ｍ．から７：００ｐ．ｍ．までのＭＣＰ
３における利用可能リソースの量の限度のためにより少ない程度にだけ生成する。次に、
０９：００ａ．ｍ．では、ＭＣＰ３は、ＭＣＰ３が前の区間（即ち０８：４０から０９：
００ａ．ｍ．）で受信した新たな再計算指令を処理し始め、６：４０から７：００ｐ．ｍ
．まで続くラウンドの終了後、停止することになる。
【０１３０】
　その後、ＭＣＰ３では夜間を通して更なる利用可能リソースはない。したがって、ＤＣ
Ｐ２は、更なる再計算指令を何も生成しないが、確率モデル及び可能性としては到来する
リアルタイム・イベントに基づきキャッシュの正確さを分析し続けることになる。
【０１３１】
　最後に、図７は、図２のキャッシュ・プラットフォーム２の機能を提供するコンピュー
タ・システムの概略図である。キャッシュ・プラットフォーム２内では、コンピュータ・
システムに本明細書で論じる方法のいずれかを実施させる一組の命令を実行できる。キャ
ッシュ・プラットフォーム２は、バス１０４を介して互いに通信するプロセッサ１０１、
メイン・メモリ１０２及びネットワーク・インターフェース・デバイス１０３を含む。任
意選択で、キャッシュ・プラットフォーム２は、スタティック・メモリ１０５及びディス
ク・ドライブ・ユニット１０６を更に含むことができる。ビデオ画面１０７、英数字入力
デバイス１０８及びカーソル制御デバイス１０９は、配信リスト・ナビゲータ・ユーザ・
インターフェースを形成できる。ネットワーク・インターフェース・デバイス１０３は、
データ・キャッシュ・プラットフォーム２を計算プラットフォーム３、統計サーバ９等の
予測モデルを満たすのに必要な統計データのリソース、揮発性データベース１０及び最初
の正確さデータベース１１、リアルタイム・イベントのリソース、インターネット及び／
又はあらゆる他のネットワークに接続する。上記した方法のいずれか１つ又は全てを具体
化する命令のセット（即ちソフトウェア）１１０は、完全に又は少なくとも部分的に機械
可読媒体、例えばメイン・メモリ１０２及び／又はプロセッサ１０１内に又はそれに接し
て存在する。ソフトウェア１１０が存在する機械可読媒体は、ディスク・ドライブ・ユニ
ット１０６の一部である不揮発性データ・キャリア１１１（例えば取外し不可能磁気ハー
ド・ディスク又は取外し可能光ディスク又は磁気ディスク）であってもよい。ソフトウェ
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ア１１０は、伝搬信号１１２としてインターネットを介し、ネットワーク・インターフェ
ースデバイス１０３を通して更に送信又は受信できる。
【０１３２】
　本発明のキャッシュ更新方策は、キャッシュ再計算判定を自動的に生成する手段を提供
する。キャッシュ再計算決定を自動的に生成する手段は、どのキャッシュ化クエリ結果を
再計算すべきか決定し、計算プラットフォームで利用可能計算リソースを考慮することに
より再計算を時間的にも制御する。したがって、一般に、キャッシュ化クエリ結果の正確
さは、最新さ及び古さのそれぞれを経時的にモデル化する確率モデルに基づき推定される
。この古さの分析は、１時間あたり、キャッシュ化データベース・クエリ結果の再計算の
基礎をなす数十億のデータ・セットの処理を可能にする。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４ａ】
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